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トラック運送事業における就業者数と平均年齢

注１ 年齢階級別就業者数構成比は総務省「労働力調査」より
注２ 平均年齢は厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より「営業用大型貨物自動車運転者」の

平均年齢

就業者数 輸送・機械運転従事者数

総数 男 女 総数 男 女

平成
30年

193 155 38 86 84 2
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注１ 総務省「労働力調査」における「道路貨物運送業」の数値。 注２ 就業者数には役員やパート・アルバイト等も含む。
注３ 「道路貨物運送業」における輸送・機械運転従事者は主に自動車運転従事者。

（単位：万人）

【就業者数、輸送・機械運転従事者数】

【年齢階級別就業者数構成比の推移と平均年齢】

平成

年

0.5

大型ドライバー
の平均年齢
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【宮崎県内野菜輸送ドライバー 年代別構成比】

1



有効求人倍率の推移について

資料：厚生労働省「一般職業紹介状況」より
※上記はいずれも常用（パート含む）の数値
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法律・内容 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

労働基準法

時間外労働の上限規制
(年720時間)の適用
【一般則】

4月1日から
大企業に
適用

4月1日から
中小企業に
適用

時間外労働の上限規制
(年960時間)の適用
【自動車運転業務】

4月1日から
適用

月60時間超の時間外割増
賃金率引上げ(25%→50%)の
中小企業への適用

4月1日から
適用

年休5日取得義務化
4月1日から
適用

パートタイム・
有期雇用労
働法

同一労働同一賃金（※）
4月1日から
大企業に
適用

4月1日から
中小企業に
適用

労働者派遣法 〃
4月1日から
適用

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

「自動車運送事業の働き方改革の実現に
向けた政府行動計画」（関係省庁連絡会議）

「トラック運送業界の働き方改革実現に
向けたアクションプラン」（全ト協）

働き方改革関連各法律の施行期日等について

※①短時間・有期雇用労働者に関する正規雇用労働者との不合理な待遇の禁止に関し、個々の待遇ごとに、待遇の性質・目的に照らして適切と認められる事情を考慮して判断されるべき旨を明確化、
②派遣労働者について、派遣先の労働者との均等・均衡待遇の確保、③短時間・有期雇用・派遣労働者について、正規雇用労働者との待遇差の内容・理由に関する説明を義務化 等

2023年度末までに、時間外労働年960時間超のトラックドライバーをゼロに

①2023年度末までのできるだけ早い時期に、全事業者が改善基準告示に規定する１ヵ月の拘束時間の
限度及び休日労働の限度に関する基準を遵守

②2024年度末までのできるだけ早い時期に、全事業者の全ドライバーの時間外労働が年960時間以内

※衆議院の附帯決議において、「自動車運転業務については、長時間労働の実態があることに留意し、改正法施行後５年
後の特例適用までの間、過労死の発生を防止する観点から改善基準告示の見直しを行うなど必要な施策の検討を進める
こと」とされた。
※参議院の附帯決議において、「自動車運転業務については、過労死等の防止の観点から、「自動車運転者の労働時間
等の改善のための基準」の総拘束時間等の改善について、関係省庁と連携し、速やかに検討を開始すること」とされた。

長時間労働を是正し、生産性向上を促進するため、労働生産性の向上、多様な人材の確保・育成、
取引環境の適正化を柱とした環境整備等を実施
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・都市部からの地理的な制約と青果物等における鮮度を保つ為の厳しい到着日
時等の時間的な制約がある

・拘束時間、休息期間、運転時間等を改善基準告示内で収める為には、カーフェ
リーの利用が必須であるが、乗船できず陸路輸送となることが多い。

・出荷日当日、正午に出荷量が確定する為、フェリー積み込みまでのリードタイム
が非常に短く、集荷、積み込みに余裕がなく、遅延の場合は陸路輸送となる。また、
当日、出荷量の誤差が発生すればドライバーに出勤をお願いすることも多く、会
社、ドライバーともに予定を立てにくい状況となっている。

・運転手が慢性的に不足しており、特に、青果物輸送における長距離運転者につ
いては、募集しても集まらず、面接で仕事内容を伝えると、求職者から断られる
ケースが多い。現職のドライバーも高齢化してきており、労働環境の改善につい
ても中々進まない現状等、様々な問題が挙げられる。

改善基準告示の遵守が困難な背景

5



6



7



Ⅰ アンケート調査の実施目的

目的① 青果物出荷時間の前倒しに対する取り込み実施状況調査

目的② 宮崎県青果物輸送における実情調査

Ⅱ 調査方法

①調査対象：系統青果物輸送16事業者

②調査方法：輸送状況調査票 (アンケート)

③調査期間：平成30年8月3日(金) ～ 平成30年8月17日(金)

④回収結果：15事業者

宮崎県内における青果物輸送 輸送状況調査
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青果物出荷時間の前倒しに対する取り組み実施状況について
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青果物輸送前倒しの取り組みの効果について
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カーフェリー乗船率について
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今後の青果物輸送の取り組み課題
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「標準的な運賃」について
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安全性優良事業場（Ｇマーク）認定制度について
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